不確定原稿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
○午後　１時１０分　再　開
○議　長（深沢達也君）　　休憩前に引き続き会議を開きます。

　次に、幼保小連携の推進、不妊治療の助成と乳がん検診について、13番笹岡ゆうこ君。

（１３番　笹岡ゆうこ君　登壇）

○１３番（笹岡ゆうこ君）　　13番、笹岡ゆうこです。

　第１回定例会平成28年度施政方針並びに基本的施策が示されました。
一人一人の子どもの育ちと子育て家庭への支援、多様な主体や地域社会全体による子ども・子育て支援の実現等に触れ、特に予算の概要において、子ども・教育分野では、「待機児解消」と「私立幼稚園の支援」として、「安心して子どもを育てられる地域社会を目指し、幼児期の教育の充実と保育園の待機児童の解消を目指します」と示されました。
「保育基盤の整備」と「質の高い幼児教育」の二本立てで触れられていることは、大いに評価すべきことだと思います。

　保育需要が年々伸び続ける中、待機児解消は急務であり、全力を挙げて取り組んでいかなければならないことです。今年度も認可保育所などへの支援と定員拡充の取り組みについて、これから特別委員会での審議になりますが、９億円ほどの予算が上がっており、力を入れていることがわかり、喜ばしいことです。

　しかし、市内に通う３、４、５歳児に比べると、幼稚園系は平成27年度時点で2,016名、保育園系1,135名と、幼稚園に通う児童も多い特色がある本市においては、全ての子どもとその家庭を支える支援を充実させていかなければならない、そして保育と教育の質の向上を図っていくことが大切だと思います。

　特に近年、核家族化や地域コミュニティとのつながりの希薄化、母親一人が抱え込んでしまったり、子育ての孤立感とか負担感を感じている、そんなことが心配される中、切れ目のない長期的、継続的なフォローが必要となっています。

　今回の一般質問では、いま一度幼児期の健やかな育ちについて再考し、加え、女性にかかわる病気と治療について考えたいと思います。

　まず、幼児期の健やかな学びにおいて、幼稚園や保育園などの環境下で整えられてきた生活や行動の基盤が、小学校入学によってリセットされることなく、スムーズに引き継がれるための仕組みが必要です。また、どちらにも属していない家庭のフォローや、特別な配慮や支援が必要な子どもへの対応も十分なものにしなければなりません。加えて、保護者の参画も重要です。
新しい生活への不安を軽減し、親子が安心して小学校入学を迎えられるような、それぞれの地域の特性に合った取り組みをしていくべきだと考えています。
　子どもたちは社会の宝です。私たちの希望です。特に幼児期は、その一人一人の生涯にわたる人格形成の基礎となる大切な時期であると言われています。
まず、幼保小、行政、地域の横と縦の連携、特に子どもの発達の連続性を考慮した小学校への接続の円滑化について伺います。

　ここで少し長くなりますが、幼保小連携に向けた国の動きについて説明いたします。
平成19年、学校教育法が改正され、幼稚園教育の目的に義務教育及びその後の教育の基礎を培うとし、学校教育は幼稚園から始まることが明記されました。
　平成20年、小学校学校指導要綱、幼稚園教育要領においては、幼稚園と小学校の連携、幼稚園と保育所の連携を強化し、小学校教師との意見交換や合同研修など連携を図るように明示されました。改定に当たっては、幼稚園教育から小学校教育への滑らかな移行を重要事項の一つとして挙げられています。
　中央教育審議会答申、幼稚園、小学校、中学校、高等学校及び特別支援学校の学習指導要領等の改善においては、中略ですが、いわゆる小１プロブレムが指摘される中、指導における配慮のみならず、生活面での指導と家庭との十分な連携、協力が必要であるとあります。また同年、保育所保育指針において、小学校との連携の奨励と、保育所児童保育要録の小学校への送付の義務づけが明示されました。
　平成21年、文部科学省と厚生労働省の共同制作で、保育所や幼稚園等と小学校における連携事例集が作成され、平成22年、幼児期の教育と小学校教育の円滑な接続のあり方に関する調査協力者会議の報告書が提出され、幼小接続の現状・課題、今後の方策が明示されました。
　そしていよいよ平成27年、子ども・子育て支援新制度が本格スタートし、これによって、子ども・子育て本部を内閣府に設置し、制度ごとにばらばらだった政府の推進体制が整備されました。
　このことからもわかるように、国の動きとしても、幼保小の連携や小学校への円滑な接続は、子どもの連続的な発達を保障するものとして、総合的な観点から検討し、今後も課題として推進していくべきことだと考えられていることがわかります。

　そこで質問いたします。

　本市における、幼稚園、保育園の小学校への円滑な接続についての考えを伺います。武蔵野市第五期長期計画と調整計画には、９年間を見通した小中連携と幼保小接続の促進として、「幼稚園、保育園から小学校への接続をスムーズに行うための連携も推進していく」と同じ文言でありますが、具体的な取り組みの現況と今後の展望について伺います。
　次に、平成25年２月、子どもたちの望ましい発達を保障する幼児期の教育の充実を目指して、武蔵野市幼児教育振興研究委員会報告書によると、３歳から５歳児における幼稚園、保育園、認定子ども園などの施設や、家庭、地域で行われる全ての幼児期の教育、保育を、幼児期の教育と位置づけるとあります。

　幼児期の教育によって育まれた心情や態度等は、小学校、中学校、その後の教育においても、生きる力を育成する基盤として重視されることから、遊びを中心とした幼児期の教育の重要性について、保育者、保護者、地域社会全体による共通理解が必要であり、子どもの年齢に応じた発達を保障するためには、これらの環境や条件に加え、幼稚園や保育園、認定こども園などの連携、交流と幼小連携が不可欠であるとあります。
このような報告書はどのように生かされたのか、また今後生かされるのか伺います。
　次に、就学前に幼稚園や保育施設で配られる就学支援シートについて現況を伺います。
周りの方々にも聞いたら、余り提出している人も少なかったのですけれども、回収率の低さや、市外の施設に通う親子や家庭で保育をしている親子についての配慮など、課題があると思いますが、見解を伺います。
　次に、気になる子や特別支援や配慮が必要な子どもについて、対応はスムーズに行われているのか見解を伺います。
　それらの子どもたちに対し、その子自身の特性のほかに、その子が安心できる環境整備についての理解が必要と言われています。加え、医療との連携や、親御さんの不安が少しでも解消されるような密な連携が必要と考えますが、現況はいかがかでしょうか。
　次に、生活保護やひとり親世帯に対する対応に対し、武蔵野市民社会福祉協議会の入学祝い金、また、一般財団法人等の入学・新生活応援給付金等の告知など、どのようなフォローを行っているのか伺います。これは、接続期における困り感を持っているお母さん、親に対する支援として伺っています。

　次に、幼稚園、保育園の小学校への円滑な接続に向けた教員同士の交流や研修会、保護者を交えた連絡会や懇談会等、保育の現場を相互に参観し、学び合える仕組みづくり、また保護者との積極的なかかわりについての見解を伺います。
　そして、幼保小の連携が９割行われているという横浜市について、１年ごとに幼保小連携に関する実態調査等を実施しているそうです。横浜市も全て私立幼稚園とのことでした。また横浜版接続期実践事例集や、保護者向けリーフレット「安心して入学を迎えるために」の作成や、接続期カリキュラムの作成や販売など、幼児教育の研究、研修、交流が盛んに行われています。
　中央区では平成20年、子育て支援リーフレットを家庭向けに作成し、５歳児の保護者へ配布しています。平成23年、幼稚園アプローチカリキュラム、小学校アプローチカリキュラムとして、地区別に管理職の幼保小連絡会を設け、担任の先生の研修会等も設けられています。
　これらのような小学校生活に向けた親子向けリーフレットの作成、配布や、幼保小連携の指針となるような指導指針、個別のカリキュラム制定の本市での実施について見解を伺います。
　続きまして、不妊治療に関する助成金の自治体上乗せ助成について伺います。近年、結婚年齢、妊娠・出産年齢の上昇や、医療技術の進歩に伴い、体外受精を初めとする不妊治療を受けている夫婦が増加傾向にあります。これはカップルの10組に１組とも言われています。

　平成25年厚生労働省作成の不妊に悩む方への特定治療支援事業等のあり方に関する検討会報告書において、特定支援助成件数は、制度開始の平成16年度１万8,000件から、平成24年度は13万5,000件と急増しています。体外受精や顕微鏡受精により出生した子どもの数は、全体の約３％を占めているとも言われています。

　しかし、不妊治療は時間と費用がかかり、精神的にも肉体的にも経済的にも疲弊度が大きいものです。不妊治療全般における妊娠までにかかる治療期間は、民間調査によると平均25カ月から36から47カ月が14.５％、72カ月以上も６.１％ほどいると言われています。体外受精で妊娠した方の治療費の平均額は134.2万円、顕微鏡受精だと166.6万円、500万円以上かかった方も2.4％おり、先日２月１日付の朝日新聞の記事によると、15年かけて1,300万かけた方もいたということでした。

　不妊治療に取り組む夫婦の約半数が、経済的な理由で治療を諦めようと考えたことがあると言われています。今回、厚生労働省によると、不妊治療の助成が拡大し、初回女性が15万から30万に拡充しました。今回の助成拡大で、初回の上限額を30万と手厚くするのは、不妊治療を始めやすくする狙いがあるといいます。
安倍首相も、今回の施政方針演説において不妊治療の助成の拡大に触れ、一億総活躍社会なるものの実現に向けた施策の一つであるとして示しました。また、新たに男性向けの治療への助成がされています。

　ここでお伺いいたします。現在、不妊治療の経済的負担の軽減を図るため、高額な医療費がかかる配偶者間の体外受精、顕微鏡受精に要する費用の一部を助成する特定支援事業があります。東京都の特定支援事業の助成制度を申請している本市民の数について伺います。
　次に、東京都の特定治療支援事業とは別に、区市町村が独自で実施する不妊治療の上乗せ助成事業について、千代田区、中央区、港区、文京区、台東区、品川区、世田谷区、杉並区、練馬区、葛飾区、八王子市、調布市、東大和市、武蔵村山市、稲城市、羽村市、奥多摩町等が行っています。本市は、体外受精など高度な不妊治療を実施し、認定されている高度生殖医療認定施設もあります。本市においても不妊治療の上乗せ助成実施について、ぜひやるべきだと考えますが見解を伺います。
　平成26年度に閣議決定した少子化社会対策大綱において、教育施策の数値目標として、妊娠・出産に関する医学的・科学的に正しい知識についての理解の割合を、平成21年度の34％から、2020年度において70％に上げることを目標としています。これは現在の低い割合から、先進国平均の64％に近づけようとするものです。内閣府のホームページにあるコラムでも、不妊治療を含む妊娠や出産に関する知識について、学校教育から家庭、地域、社会人段階に至るまで、教育や情報提供にかかわる取り組みを充実させるべきとありますが、本市での取り組みについて伺います。
　最後に大きな質問で、乳がん検診について伺います。
国立がん研究センターがん対策情報センターによると、生涯に乳がんを患う日本人女性は12人に１人と言われています。また、乳がんで亡くなる女性は2013年に１万3,000人を超え、1980年と比べると約３倍になっています。本市における乳がん検診の受診率は平成24年度実績で15％であります。
国においても平成24年度がん対策推進基本計画で、受診率50％達成に向けた取り組みを目標としています。
　日本人女性全体の乳がん受診率が30％から40％と言われる中、ＯＥＣＤ加盟国は受診率70％から80％と、日本は先進国の中でも突出して受診率が低いことがわかります。平成25年度の国の補正予算で、働く女性支援のためのがん検診推進事業として44億円計上されています。
働く世代の女性に対して早急にがん検診の受診を促進させ、より早期の発見につなげることにより、がんによる死亡者の減少を図り、女性の雇用拡大や子育て支援に資するとあります。
　平成26年度の武蔵野市第三次男女共同参画計画（概要版）においても、基本目標Ⅲ、人権を尊重し、あらゆる暴力を許さないまちの項目内に、乳がん検診と子宮がん検診の受診率に関しての数値目標が載っていました。自分らしい生き方ができる武蔵野市のまちづくりといった視点でも、女性活躍、子育て支援に多いに関係してくると捉えられています。
　そこでお伺いいたします。
本市において乳がんの検診の現況を伺います。また、がん検診無料クーポンを利用し検診を受診した人が、前年度比581名減少しているとのことですが、見解を伺います。
　次に、国立がんセンターによると、乳がんは30代から増加し始めるとのことですが、現在の検診開始年齢の40歳から年齢を引き下げることに関しての見解を伺います。この質問は、次の質問にあるエコー（超音波検診）をオーケーとしたものを前提にして質問させていただいています。

　最後に、三鷹市の乳がん検診は、閉経前は超音波検診、閉経後はマンモグラフィーで、検診対象年齢は30歳で年に１度行っています。
これは、閉経前の女性は乳腺組織が発達しているために放射線を遮りやすく、しこりの見分けがつきづらい上、放射線による被爆の不利益ががんを発見する利益を越してしまう可能性があるという、平成26年度の三鷹市の医師会の見解をもとにしています。
本市における超音波検診の併用や、超音波検診に対する助成に対しての見解を伺います。
　以上で壇上からの質問を終わらせていただきます。よろしくお願いいたします。

○市　長（邑上守正君）　　それでは、笹岡ゆうこ議員の一般質問にお答えしてまいります。幼保小連携の推進、不妊治療の助成と乳がん検診についてであります。

　まず、大きなお尋ねの１点目で、幼保小の連携の推進、特に幼稚園、保育園の小学校への円滑な接続の推進についてのＡとして、本市における幼稚園、保育園の小学校への円滑な接続についての考えを伺うということでございます。壇上で御指摘いただきました、９年間を見通した小中連携と幼保小の接続の促進の具体的な計画につきましては、第四次子どもプラン武蔵野において、幼児期の教育の振興として掲げているものでございます。

　幼保小の連携としましては、私立幼稚園、保育所、認定こども園、小学校等の連携強化、交流機会の確保では、「お互いの顔が見える関係づくりのために、地域の幼稚園・保育所・認定こども園、小学校等の代表者同士が、研修等を通じて情報・意見交換を行う機会をつくることを検討します」、「幼稚園・保育所等、認定こども園間の公開保育等を実施し、お互いの教育への理解を深めます」としております。
　また、幼児期以降の教育への円滑な接続、連携の推進では、「地域の幼稚園・保育所・認定こども園・小学校の代表者同士が話し合い、１年間の基本的な交流計画を立て、相互交流を深めます」とし、具体的な事業として、「子どもの就学に向けた意見交換会や学校公開の実施、指導要録・保育要録を効果的に活用し、小学校への円滑な接続・連携を引き続き推進していくこと」としております。
　子どもプランの記載を受け、幼稚園、保育所と小学校の連携は、現在、幼稚園幼児指導要録、保育所児童保育要録の小学校への引き継ぎのほか、就学支援シートの活用により、児童の状況を各小学校の教員へ伝えているところであります。
　保育所では、保育所における研修への他の保育所職員の参加や、地域型保育の子どもたちと保育所の子どもたちとの合同保育などの実施が見られるようになったものの、幼稚園教員と保育所職員の相互交流まではまだ至っていないというところであります。

　また、情報や意見交換を行う機会などについては、制度としての実施はされてございませんが、子どもプランにも記載されており、今後、幼保小の相互交流について、教育委員会とも研究を進めていきたいと考えています。

　Ｂとして、子どもたちの望ましい発達を保障する幼児期の教育の充実を目指して、武蔵野市幼児教育振興研究委員会報告書はどのように生かされたかということでございますが、報告書では、幼児期の教育の質を高めるために、関連部署と連携してプログラムを策定することが提言されておりまして、その後、平成26年３月に、武蔵野市幼児教育プログラムが策定されております。
平成27年度から開始された第四次子どもプラン武蔵野において、このプログラムに基づく取り組み及び具体的な事業が記載され、計画的に取り組まれているところでございます。

　既に取り組んでいる事例を幾つかお伝えしますと、まず、発達、教育の連続性の確保という点につきましては、保育園、認定こども園、地域型保育の保育士などが集まり、情報交換や保育交流を行っている地域連絡会の開催をしているということであります。

　２つとして、遊びの充実、物的・空間的環境の整備においては、飼育や栽培を通した自然体験活動、演劇鑑賞などの芸術や音楽活動、保育事故やアレルギー、防災などに対する就学前施設におけるリスクマネジメント委員会を設置し、また、福祉避難所の検討などを行っているところでございます。

　３つ目として、保育者の資質、専門性の向上ということにつきましては、各施設内での園内研修の充実、園内研修を外部に開き、地域型保育の職員も受講している、あるいは私立幼稚園の研究などへの支援、平成28年度予算でも増額をしているところでございますが、そのような支援もして、保育園アドバイザー、保育相談員、保育総合相談など専門家による巡回訪問による保育指導、障害者を受けている保育園の担任が集まり情報共有を行う担任会の実施、保育のガイドライン、保育部会の実施などを行っております。

　また、家庭や地域、教育力の再生、向上と幼稚園、保育園、認定こども園との連携、協働につきましては、ニュースレター、保育コンシェルジュ通信の発行、緊急メールによる防災安全情報の発信、中学校の職場体験の受け入れ、５歳児の小学校訪問など、具体的な事業につなげているところでございます。

　次に、Ｃとして就学支援シートについては、後ほど教育長から答弁があります。

　Ｄとして、気になる子の対応はということでございますが、保育所では、気になる子や特別支援が必要な子どもについては、年４回程度、臨床心理士や言語聴覚士からなる保育相談員が各園を巡回し、保育に対する助言を行っているところでございます。
また、幼稚園や地域型保育においては、園からの要望により、ハビットによる巡回訪問により、専門家からのアドバイスを受け、保育に生かしているところであります。

　就学支援シートの活用では、各幼稚園・保育園では、保護者に就学支援シートについて説明を行い、年長の児童保護者全員に対し、「学校生活はじめの一歩（就学支援シート）」の御案内や、就学支援シート記入例を配布するとともに、就学支援シートの提出を希望する保護者から依頼を受け、必要事項を記入し、保護者とその記載内容の共有を行っているところであります。

　各保育所や幼稚園では、１月の中旬までに教育委員会へ就学支援シートを送付した後、保育士が小学校等に訪問したり、場合によっては小学校側から教員が園に訪問するなどして、小学校に入学するお子様にとって必要な支援や配慮などについて、入学前に小学校に引き継ぎを実施しているところでございます。

　教育長からまた補足の答弁があります。

　次に、Ｅとして、生活保護やひとり親世帯に対する対応に関し、入学祝い金、一般財団法人等の入学・新生活応援給付金等の告知など、どのようなフォローを行っているかということでございますが、生活保護世帯に対しましては、小学校または中学校に入学する児童・生徒に対し、入学準備のための費用として、入学準備金が支給されているところでございます。

　武蔵野市民社会福祉協議会の入学祝い金は、生活保護世帯は対象外となっております。これは、今申し上げましたとおり、平成21年度から、生活保護における教育扶助として、学習支援費が創設されたことによるものでございます。

　一般財団法人等の入学・新生活応援給付金等の情報を、それぞれの対象者にお知らせすることはしてございません。御案内の一般財団法人の新生活応援給付金の例は、募集人数が少ないことから、各福祉事務所や社協などへの周知は行っていないということを聞いております。
ただし、今後やはりさまざまな支援制度というのを伝えていく必要もあろうかと思っておりますので、今後、社協を中心として、情報を収集し、なるべく伝えられるような工夫をしていきたいと考えております。

　次に、Ｆとして、教員同士の交流や研修会、保護者を交えた連絡会や懇談会等、保育の現場を相互に参観する取り組みや保護者とのかかわり、Ｇとして、親子向けリーフレットの作成、配布や、幼保小連携の指針となるような指導指針やカリキュラム制定についてのお尋ねでございます。

　小学校への円滑な接続に向けた取り組みは、既に多くの学校で、内容はさまざま異なりますが実施をされており、幼稚園や保育所などでは、小学校入学前の５歳児の多くが実際に小学校を訪問し、１年生と交流を行うことなどを実施しています。ただし、幼保小の教員同士がそろって顔を合わせた交流などについては、全市的な取り組みとまではなっていない状況であります。

　一方、第四次子どもプラン武蔵野の施策の中で、幼児期の教育の振興に、幼保小の連携強化、交流機会の確保や幼児期以降の教育への円滑な接続、連携の推進と掲げておりますので、今後、教育委員会とも研究をしてまいりたいと考えております。

　Ｆ、Ｇにつきましては具体的な例として、後ほどまた教育長から補足の答弁をいただきます。

　次に、大きなお尋ねで、不妊治療に関する助成金の自治体上乗せ助成についてということでございます。

　Ａとして、都の助成制度を申請している武蔵野市民の数について現況をということでございますが、現行の東京都の制度では、通算６回までの申請で、１回の治療につき最大25万円を上限とした助成を受けられる制度設計となっておりましたけれども、御案内のとおり、ことしの１月20日より、初回の助成額が30万円に引き上げられたということであります。
東京都の担当課に武蔵野市の状況を確認したところ、武蔵野市の認定者数は、平成25年度が226人、26年度は173人となっているということであります。ちなみに都全体では、25年度は１万8,400件、26年度は１万7,453件という数、イコール人数だということであります。

　Ｂとして、東京都の特定支援事業とは別に、区市町村が独自で実施する乗せ助成事業について、本市での実施すべきではないかという御提案でございます。壇上でも御紹介いただきましたけれども、区部では既に10区、多摩地域でも６市１町が助成事業を行っていると伺っておりますので、東京都でこのたび助成額の増額をされ、男性不妊の対象の拡大などが行われているところでございますが、４月からは対象年齢の変更などの制度改正も行う予定と聞いておりますので、またその推移を見ながら、また他都市での取り組み状況を見ながら、研究していきたいと思っています。

　次に、Ｃとして、不妊治療を含む妊娠や出産に関する知識について、学校教育から家庭、地域、社会人段階に至るまで、教育や情報提供にかかわる取り組みを充実させるべきとあるが、本市での取り組みについてということであります。不妊治療に関する情報提供に関する取り組みにつきましては、近年、妊娠、出産に関する医療の進歩が大変目まぐるしく、不妊治療や不妊にかかわるトラブルなど、正しい理解が普及していない現状もあると認識をしてございます。

　当事者である女性の心身の負担が大きく、また夫や家族の問題としても深刻であると認識をしています。妊娠、出産に関する啓発としては、むさしのヒューマン・ネットワークセンターにおいて、新型出生前診断をテーマに、市民向け講座を開催いたしております。当事者である女性や家族が命をめぐる選択を迫られる問題であり、その正確な知識と当事者を支える体制について考える講座でありました。今後も第三次男女共同参画計画に基づき、性と生殖に関する健康と権利を推進する一環として、さまざまな課題に取り組んでいきたいと考えています。

　また、不妊治療を含む妊娠や出産に関する知識については、国や東京都などからの冊子の活用や相談機関の紹介など、市民への情報提供を行っていきたいと考えています。

　この質問に対しましては、教育長から後ほど補足の御答弁があります。

　次に、大きなお尋ねの３番目で、乳がん検診についてということで、Ａとして、本市における乳がん検診の現状、また、がん検診無料クーポンを利用し検診を実施した人が、前年度比581名減少しているとのことだが見解をということでございます。

　乳がん検診は平成21年から、国の女性特有のがん検診推進事業を活用し、新40歳、45歳、50歳、55歳、60歳、５歳刻みの方を対象に、クーポン事業として実施をしてまいりましたが、制度が一巡した５年後となりました26年度からは、国は働く世代の女性支援のためのがん検診推進事業へ、名称とともに対象者も、新40歳とあわせて、過去５年間クーポン配布を受けたものの未受診の方を対象とした事業に変更した経過がございます。平成27年度から国は、新たなステージに入ったがん検診の総合事業を開始し、クーポン対象者も新40歳のみに変更となり、実施をしているところであります。

　乳がん検診は、２年に１度の検診であることや、クーポン対象者の変更など、受診率がなかなか定まりにくい要因もございます。26年度のクーポン事業対象者１万2,643人には、新40歳の1,296名のほか、過去５年間に一度も受診されなかった１万1,347名も含まれておりまして、受診を希望されていない方も多数含まれていたのではないかということで、結果として受診者増には結びつかなかったと考えているところでございます。

　一方で、昨年27年には、９月にタレントの乳がん手術に関するマスコミ報道があったことで、10月以降は市の乳がん検診を希望される方が殺到し、検診枠を増設したものの、１月までは予約が満杯となる状況が続きました。
新年度からは国のガイドラインに基づき、従来までの医療機関での視触診検診受診後に、健康づくり事業団でのマンモグラフィーを受けるという形から、健康づくり事業団を初めとする医療機関で、マンモグラフィーのみを実施する方法に切りかえて実施する方向で医師会で調整中であるほか、健康づくり事業団においては、土曜日のがん検診日数を拡充予定でございます。

　このように、なるべく受診率を高めるような工夫を、今後ともしていきたいと思っています。

　次に、Ｂとして、検診開始年齢を引き下げることについて、Ｃとして、三鷹市の乳がん検診は対象年齢を30歳とし、超音波検診、マンモグラフィーを併用して選択制としている、本市における超音波検診の併用、超音波検診に対する助成についての見解ということでございますが、一括して御答弁いたします。

　28年以降の乳がん検診の国のガイドラインでも、年齢要件の変更はされていないため、30歳代の検診受診者については、現時点では引き下げを予定してございません。
また超音波検診も、これは対策型検診として認めなかったと。対策型検診というのは、集団全体の死亡率減少を目的とするものでございまして、公共的な予防対策と言われるものでございますが、その対策型検診としては認められていなかったことから、本市では特に予定をしているものではございません。

　来年度からは、マンモグラフィー単独での検診方法に変更していく予定であるため、その受診率等の状況を見た上で、対象年齢の見直し、あるいは超音波検診の導入についても検討していきたいと考えております。

　私からは以上でございます。

○教育長（宮崎活志君）　　それでは、私のほうからは、初めに大きな御質問の１番、その３番目でございます、就学支援シートの現況と課題についてお答えをしたいと思います。

　就学支援シートは、小学校入学を控えた年長児を対象として、家庭や幼稚園、保育園での様子や、児童にとって必要と思われる支援や配慮事項などを、小学校に引き継ぐことを目的としているものでございます。

　保護者が児童の気になる点や配慮事項を記入した後、幼稚園、保育園が園での様子や支援事項を記入し、必要に応じて医療機関や療育機関も記入したシートを教育支援課が集約し、入学先の学校に送付しております。このシートを活用することで、小学校のほうは児童の様子や特性を入学前に知ることができ、一人一人の児童に合った指導、支援を早期から検討し、行うことができるという利点がございます。

　この回収率についてでございますが、平成27年度入学者分につきましては、約1,000通を送付し、約250件の提出がございました。

　課題といたしましては、真に個別の指導、支援が求められる児童を、学校が正確に把握するということにあると考えております。今年度、園代表者と教育支援課、子ども育成課で意見交換を行いまして、平成28年度入学者から運用方法を一部見直し、より必要度の高い情報が学校に引き継がれるよう改めたところでございます。

　また、周知についてですが、市内の幼稚園や保育園の年長児の保護者全員にこの案内は配布するとともに、市報やホームページでも広報しております。武蔵野市在住の児童が通う主な市外の幼稚園にも案内しております。ただし、近隣の各市におきましても就学支援シートの運用はされておりますので、一定の周知はされていると認識しております。

　また本市の様式でない就学支援シートの提出ももちろん受け付けております。他市からの転入児童につきましては、必要に応じて入学先の各学校で児童の状態を保護者からよく聞き取るように努めております。平成28年度は、就学相談、説明会の実施も予定しておりまして、各園や療育機関とも協力して、さらなる周知を図っていきたいと思っております。

　次に、Ｄでございますが、市長からもお答えがありましたが、私からもお答えをしたいと思います。気になる子や特別支援が必要な子どもについての対応の御質問でございますが、毎年５月下旬に、就学相談の案内を各幼稚園・保育園を通じて、年長の幼児保護者全員に配布するとともに、市報やホームページにより広報しております。ハビットを初め、市内療育機関にも周知に協力いただいているところでございます。

　就学相談では、就学相談員が保護者の考えを聞き取りながら、就学先について丁寧に説明し、必要に応じて当該児童の就学先について検討する、就学支援委員会につなげております。就学相談や就学支援シートを通じて、就学相談員及び教育支援課が就学前に医療機関や療育機関から情報を収集し、保護者の願いや考えを含めて各学校に報告しております。

　就学後につきましては、教育支援センター相談員や発達障害を専門とする専門家スタッフの派遣など、多様な支援人材を配置し、各学校の特別支援教育コーディネーターを中心に、子どもたちが安心できる環境づくりに取り組んでおります。また、小児発達を専門とする市の学校医、こちらに各学校の教員が相談できる体制も整えております。

　今後とも教育委員会、各学校、関係機関が連携することにより、保護者や児童が安心できる環境づくりの充実に努めていきたいと思っております。

　次は１のＦでございます。これも市長からお答えがありましたが、私から、幼稚園、保育園と小学校との円滑な接続に向けた具体的な取り組みについてお答えをいたします。

　まず、小学校学習指導要領では、笹岡議員が御指摘になりましたように、総則の第４、指導計画の作成等に当たって配慮すべき事項の中で、幼稚園や保育所などとの間の連携や交流を図ることが示されております。

　例えば、これは教員の直接の交流ではございませんが、小学校第１学年の生活科の学習では、１年生が来年度小学校に入学する園児を小学校に招き、教室を案内したり、一緒に昔遊びをしたりする学習を行う学校もございます。内容は異なりますが、多くの学校でこのような教育活動が実施されております。

　また、多くの学校では、新入生保護者に学校公開日を御案内しております。
例えば来年度入学予定のお子さんの保護者に、学校公開日とあわせて保護者説明会を開催し、学校の教育活動の実際の様子とともに、入学前の心構えなどを小学校の教員が伝えたり、新入生保護者説明会を開催した際に資料を配布したりして、安心して保護者が入学式を迎えることができるように、説明を行っております。

　さらに、入学前に小学校の教員が、新入学する園児が在園している幼稚園や保育所の教職員と情報交換を行ったり、実際に子どもたちの様子を観察したりする取り組みを行っている学校もございます。

　こうした取り組みにより、保護者も含めて子どもたちが安心して小学校に入学できるように取り組んでいるところでございます。

　次に、１のＧになりますが、小学校生活に向けた親子向けリーフレットの作成、配布や、幼保小連携の指針となるような指導指針やカリキュラム制定についての御質問でございますが、保護者につきましては各学校が、入学のしおりを作成、配布するとともに、保護者が安心して入学を迎えられるように、学校公開日での先ほど申しました保護者説明会や、新入生保護者説明会等を実施したり、また学校公開日のお知らせを幼稚園や保育所へ配布したりして、保護者が小学校を参観する機会を提供しているわけでございます。

　また、何よりも大切なことは、就学前の子どもたち自身が安心して、小学校へ入学することを楽しみにできるようにすることでございますので、就学前の子どもたちと小学校１年生との交流の取り組みを各小学校が実施するなど、子どもたちも安心して入学を迎えられるように工夫しております。

　さらに市長からもお答えがありましたけれども、市教育委員会といたしましても、来年度から、幼稚園や保育所から小学校へ入学する子どもたちの円滑な接続を推進していくための指針や、教育プログラムなどの研究をしてまいりたいと考えております。

　最後に、２のＣでございますが、学校教育での不妊治療を含む妊娠や出産に関する学習内容についてお答えをいたします。

　市立の小・中学校では、学習指導要領に基づき、妊娠、出産に関する学習が行われております。具体的には、小学校第５学年理科、動物の誕生では、卵の変化の様子を映像や模型などを使って調べ、動物の発生や成長について学んでいます。特に人では、資料を使って受精した卵が母体内で少しずつ成長して体ができていくことや、母体内で、へその緒を通して養分をもらって成長することなどを学んでおります。

　この学習を受けて、中学校理科では、動植物のふえ方については、受精によって新しい個体が生じて、細胞分裂によって複雑な体がつくられることや、両親の染色体が受け継がれることなどを学びます。

　また、小学校第４学年体育、保健領域では、体の発達について、思春期になると個人個人によって、早い遅いがあるものの、誰にでも大人の体に近づく現象が起こることを理解することを学びます。

　この学習を受けて、中学校第１学年の保健体育、保健分野では、心身の機能の発達と心の健康の内容で、生殖にかかわる機能の成熟について学びます。

　このように、小・中学校で行われている学習の中で、不妊治療自体の学習はございませんが、妊娠、出産については、基礎的、基本的な学習が実施されております。

　市教育委員会といたしましては、今後もその発達段階に応じて、妊娠や出産に関する正しい知識と理解を育て、将来的には不妊治療にも関心が持てるよう、取り組んでまいります。

　以上でございます。

○市　長（邑上守正君）　　答弁漏れがあったようでございますので、追加で御答弁申し上げます。１のＥの御質問の中で、ひとり親世帯等に対する対応について、答弁が抜けてしまいました。

　ひとり親世帯に向けては、武蔵野市民社会福祉協議会からの依頼を受けて、５月末の児童育成手当の現況届け出送付時に、「市民社協はひとり親家庭を応援します」といったようなチラシを同封しております。その中身としては、高校生の教材代の助成、むさしのジャンボリー参加費の助成、小学校入学祝い金の贈呈等に関する情報を盛り込んだものを送付しているところでございます。今後もさまざまな情報につきましては、充実をさせ、提供していきたいと考えております。

　失礼いたしました。以上であります。

○１３番（笹岡ゆうこ君）　　御答弁ありがとうございました。
今伺いました市民社協さんによるひとり親世帯の支援については、昨年の実績で17件と聞いておりますので、この数をどう捉えるのかはわかりませんが、困り感のある親御さんに向けて、一般財団法人等による祝い金などのお話は積極的にやっていただけるとのことでしたので、ぜひ前広な支援をやっていっていただきたいなと思います。

　幼保小連携についてなのですが、多くの連携や交流がされていると聞いております。
多くの学校で実施されていると思っておりますが、少し保護者の話を聞いておりますと、学校差があるのかなと思っております。
あの小学校はこうで、ここはこうでということで、親同士が少し学校差に戸惑う部分がありますので、第四次子どもプラン武蔵野を読みますと、幼児期以降の教育の円滑な促進、連携の推進とかいったことの事業年度が、28年度とか29年度以降というものが多いので、これから本格的に始まっていくのかなと考えております。

　平成26年度の御案内いただきました武蔵野市幼児教育振興プログラムというのは、とてもすばらしいなと思って読みました。
内容は、公立や私立や幼稚園、保育園、認定こども園、小学校などの施設の区別なく、家庭、地域を含めたさまざまな立場の人と機関が、乳児期から始まる子どもの連続的な発達を保障するために何ができるのか、総合的な観点から検討し取り組んでいくとあり、その内容に従って第四次子どもプランでも示されていると思います。

　武蔵野市においては、この幼児教育振興プログラムと保育のガイドラインという、２つともとてもすばらしいものがありますので、ぜひそれらに沿って進んでいってほしいなと思います。

　１点お伺いいたします。
幼稚園児や幼稚園児が、小学校の放課後であるあそべえと学童になれるための何かというものはあるのかどうか、特に保育園児が学童体験することについて見解を伺います。

　あともう１点、済みません、私、ちょっと聞き取れなかったのですけれども、１番のＣ、就学支援シートの家庭で保育する親子の配慮についての説明をもう一度伺いたいなと思います。家庭で保育していると思われている人というのが、平成27年度にいただいた資料ですと、５歳児34名となっておりますが、この方たちが必ずしも市内の小学校に通うとはわかりませんが、どのような対応をされているのか、ちょっと私は聞けなかったので、もう一度お願いいたします。

　もう１点は、配慮や支援が必要な子どもへの対策について。先日、障害とか気になる子を持つお母さんたちの会とか集まりに参加させていただいて、お話を伺いました。
とにかく親の孤立感が大きくて、また、一番不安に思うことは、子どもの成長の見通しが立たないというか、初めてのことで、これからどうなっていくのだろうかという不安があるという話でした。どのような学校に行ったりするパターンがあるのかとか、そういうことです。

　その就学支援委員会での審査というのも、12月から１月までかかるというのが皆さんの見解で、入学直前までどこになるのかがわからなくて不安だと言っていました。
そういった子どもたちを持つお母さんたちこそ、切れ目のない支援としての円滑な小学校への接続が必要だと考えますので、障害を持つお子さんもそうでない子どもも、共通した理解とか知識が必要だと思います。
小学校の普通級に通っている途中で支援学級に変わる方々もおりますし、インクルーシブ教育も見据えて、早期の知識とか理解といったことの周知をしていただきたいなと思っております。これは要望いたします。

　幼保小についてもう１点伺います。
未就学児の遊び場とか降園後の居場所づくりの可能性としての連携について伺います。
昨年の一般質問などでも、特に吉祥寺エリアにおいて、未就学児の降園後の居場所、一体どこに行ったらいいのか、特に余り量が見当たらないなと問題提起させていただきました。
遊具のある公園とか、児童館もないですし、０１２３も入れないですし、ボール遊びができる公園なども減ってきています。

　２月８日付の毎日新聞、ベネッセ教育研究所の資料によると、20年間、4,000人にわたって調査した幼児の生活アンケートにおいて、４歳以上の幼児が平日幼稚園以外で遊ぶことが多い相手というのは、20年前は母親が34％であったのに対し、今は82％が母親が相手となっています。
地域で遊べる子どもが減少して、また遊ぶ場所がないということが問題視されていました。

　そこで、お正月に息子とお友達親子と行った、どんと焼きを思い出しました。
どんと焼きの後に、その小学校の校庭において、ジャングルジムやうんていや小山とか水辺のようなもので遊ばせてもらうことができました。そこで在校の小学校のお姉ちゃんたちが幼稚園児に対して、そこは虫が多いから気をつけてねとか、一緒にどーんじゃんけんぽんをして遊んだりとか、交流をしていてとても子どもたちの顔が輝いてみました。最近は園庭のない保育園もありますし、子どもの遊び場が減っている中で、そういった小学校の校庭の活用というのも前向きに検討していただきたいなと思いますが、見解を伺います。

　そして不妊治療の補助金について１点だけ。
新年度予算で自治体による不妊治療助成金の助成限度額引き上げというのが、かなり大きく動きで見られました。朝日新聞に載っていたものだけでも７自治体が取り組んでおります。
中では田舎のほうの地方創生の一環としてという動きもあるのかなと思いましたが、国の助成拡大も受けて、自治体も国の方針に従って助成の引き上げ等もする中で、何もしない理由というのが何なのかなと思って、他都市との兼ね合いを見ながら研究ということでしたが、武蔵野市は173人から226人いるということで、ぜひこれは前向きに検討していただきたいと思いますので、もう一度御答弁お願いいたします。

　あとは、乳がん検診については、乳がん検診の進歩して、土曜日開所をしていただいたり、視触診の省略などもあるということで、かねてから働く女性とか子育てに忙しいお母さんたちが２回時間をつくっていたところが省略されるということで、とても評価できることだと思っております。

　そして、エコーについては、死亡率の減少効果が今まだわかっていないと市長からも御説明がありましたが、これは調べたところ、東北大学のグループの研究によると、マンモとエコーを併用すると、乳がん発見率が1.5倍になるということです。
これはイギリスの医学誌にも載せた論文ということですが、エコーの死亡率の減少効果がまだわからないということなのですけれども、これを確認するには20年の追跡調査が必要ということでした。これはなかなか時間がかかることだなと思っております。

　しかし隣の自治体三鷹さんで、もう先駆的なそういった動きがあるということで、武蔵野も見習っていただきたいなと思っておりますが、もう一度前向きな検討をしていただきたいと思いますが、お考えを伺います。

　以上です。

· 市　長（邑上守正君）　　
それでは私のほうから幾つか御答弁して、教育長からまた足りない部分、補完をしていただきたいと思っています。

　まず、例えばあそべえ、学童にいきなり１年生から通うというのではなくて、事前にそのような体験をということだと思いますが、それは制度化されていませんが、任意の保護会等のかかわりの中で試験的にやられるケースもございます。
特に春休み等は、比較的そのような取り組みが可能な時期かと思いますので、そのようなときを通じて行っていただければと思いますが、市としてどのように受けられるかについては、ちょっと検討課題として受けとめさせてください。

　それから、武蔵野市幼児教育振興研究委員会の報告書の評価をいただきました。宮崎活志委員長のもと、策定いただきましたものでございますので、それを委員会での報告書に終わらずに、具体的な施策として、このプランにもつなげてきたというのは、よかったのではないかなと思いますので、子どもプランで掲げたものをしっかりと受けとめて、実施をしていきたいと思っています。

　それから、未就学児童の居場所という御指摘をいただきました。
児童館は全市的にはございません。今までもずっとないわけでございまして、それは一つには、コミセンというのが全世代を通じての居場所ということでございます。各コミセンでも、未就学児の皆様方を対象にさまざまな取り組みをしていただいておりますので、まずは地域のコミセン等を御利用いただければと思いますし、公園でも、ボール投げができないとお話もいただきましたが、なるべくそういう公園もふやしていこうということとで、吉祥寺東部地区であれば、本田東公園ではゲージつきのボール遊びができるような公園も設けたところ、大変好評で利用いただいているということでございます。

　それから、学校の校庭開放で、未就学児の利用というのがもし担当のほうでわかれば、後ほど補足いただきたいと思っています。可能であれば、親子連れでそういう施設も利用できたらいいのではないかなとは思うところでございます。

　不妊治療費、乳がん検診の取り組みについては先ほど答弁をしたとおりでございます。さまざまな国の動き等鑑みながら、これから研究、検討していこうということで御理解いただきたいと思っています。

· 教育長（宮崎活志君）　　
それでは少し私のほうで、お答えできる範囲をお答えしたいと思います。

　１つは、就学支援シートでございますけれども、家庭で保育されている方についてですね。つまりどこかの幼稚園や保育所には在園していなくて、家庭で保育されて、そして小学校に入学される方。これは、基本的には幼稚園とか保育所のほうを通じてお配りしたりしているものでございますが、当然就学の御案内は、そういう在園者でない方にも行くことになりますので、ちょっと今手元にはっきりした記録を持っていませんけれども、市内に御住所があるならば、送られているものと考えています。

　ただ、実は就学支援シートは、保護者が書いた後に、保育園や幼稚園の先生方がまた所見を書いていくような形になっておりまして、基本的には就学前教育や保育の場から連続するという形になっておりますので、そういったこともあって、御利用にならない向きもあるかもしれませんが、その際には、今度は小学校のほうで相談の機会が必ず入学前にございますので、そちらで補っていることになっていると考えております。

　それからもう一つは、例えば小学校の校庭で幼児と小学生が交流するような機会があってはどうかということでございますけれども、一応幼児の方が学校にお見えになる形というのは、保護者が同伴しておいでになるようなこと、つまり親御さんが一緒についてこられるような時間帯とか日時でなければできないと思います。
それと、いわゆる園外保育の一部として行われる、つまり幼稚園、保育所の行事、それでもってもしおいでになる場合には、きっと先生の帯同があると思いますので、その際もできる。

　ただしそういう条件と、さらに小学生がそこにいるということは、在校時間ということになりますので、非常に限られてまいりまして、一番ぱっと浮かぶのはやはり、例えば運動会のときに就学予定の幼児のレースをつくったりとか、そんな形でそこを一生懸命６年生が案内をしたりして世話することなどは浮かんでまいりますけれども、非常に教育課程上では限られてくるだろうと想定をするところでございます。

　また、例えば近隣にそういう幼児の保育の施設などがある場合、例えばこれは第二小学校ですけれども、近くに境こども園があるというところで、６年生が園を訪問して、子どもたちと交流などはしているところでございます。これは学校ではございませんが、今度は６年生のほうが訪問しているという事例などはございます。

　以上でございます。

○１３番（笹岡ゆうこ君）　　ありがとうございました。
最後に、幼保小連携の推進を考えていくと、地域が学区などの小さな単位で、もう一度交流があったり、顔が見える関係になっていくのかなと思っていて、配慮とか支援が必要な子どもも含めた子どもたちを輪の中心にして、より一層地域がつながれる動きになるのかなと思っておりますので、第四次子どもプランや幼児教育振興プログラム、特別支援教育アクションプランなども踏まえて、ぜひ積極的に推進していってほしいなと要望しまして終わりにいたします。
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